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下水道法における維持修繕基準の創設
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改正の概要 ◇：下水道法改正

◇下水道の維持修繕基準を創設

［政令で定める基準の具体の内容］
・機能維持のための点検や清掃等
・管渠のうち、腐食するおそれの大きい箇所

について５年に１回以上の頻度で点検

・異状判明時の詳細調査、修繕等

◇事業計画の記載事項として
点検の方法・頻度を追加 管口テレビカメラ

〈管渠の点検例〉

下水管渠の腐食等
に伴う道路陥没
が多発
→年間約4,000件

（平成26年度） 下水道の計画的な
維持管理を推進

課 題 方向性

下水管渠の点検を
計画的に実施して
いる地方公共団体
の割合は約2割

※道路法、河川法等では創設済み

【改正下水道法（平成27年5月20日公布、抄）】
（公共下水道の維持又は修繕）
第七条の二 公共下水道管理者は、公共下水道を良好な状態に保つように維持し、修繕し、もつて公衆衛生上重大な危害が
生じ、及び公共用水域の水質に重大な影響が及ぶことのないように努めなければならない。

２ 公共下水道の維持又は修繕に関する技術上の基準その他必要な事項は、政令で定める。

３ 前項の技術上の基準は、公共下水道の修繕を効率的に行うための点検及び災害の発生時において公共下水道の機能を
維持するための応急措置の実施に関する基準を含むものでなければならない。

政令で定められている具体的基準

○適切な時期に、公共下水道等の巡視を行い、及び清掃、しゅんせつその他の公共下水道等の機能を維持するために必要な措置を講ずること。
○公共下水道等の点検は、公共下水道等の構造等を勘案して、適切な時期に、目視その他適切な方法により行うこと。
○点検は、下水の貯留その他の原因により腐食するおそれが大きいものとして国土交通省令で定める排水施設にあっては、五年に一回以上の
適切な頻度で行うこと。

○損傷、腐食その他の劣化その他の異状があることを把握したときは、公共下水道等の効率的な維持及び修繕が図られるよう、必要な措置を
講ずること。

○災害の発生時において、速やかに、公共下水道等の巡視を行い、損傷その他の異状があることを把握したときは、可搬式排水ポンプ又は仮
設消毒池の設置その他の公共下水道等の機能を維持するために必要な応急措置を講ずること。

下水道法改正 《平成27年5月（平成27年11月施行）》



ストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015年版-
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〇 改正下水道法（維持修繕基準及び新たな事業計画）の施行に併せ、点検・調査、修繕・改築等の計画策定か
ら対策実施に係る一連を対象としたガイドライン。

〇 下水道事業全体を俯瞰した最適な維持管理・改築（＝ストックマネジメント）を支援。
〇 各地方公共団体が独自の維持管理・改築に係る方針（ストックマネジメント実施方針）を策定、実行する際に参
照頂けるよう、ストックマネジメントの基本的な考え方の一例を示したもの。

ストックマネジメントの実施フロー

リスク評価を踏まえ、明確かつ具体的な施
設管理の目標及び長期的な改築事業のシ
ナリオを設定し、点検・調査計画及び修繕・
改築計画を策定する。

また、これらの計画を実施し、評価、見直し
を行うとともに、施設情報を蓄積し、ストック
マネジメントの精度向上を図る。

点検・調査の実施〔Ｄｏ〕
・点検・調査の実施
・点検・調査情報の蓄積

評価〔Check〕と見直し〔Action〕

・健全度・緊急度、対策実施率、状態把握率等の目標との乖離チェック
・定期的な見直しによる精度向上

点検・調査計画〔Ｐｌａｎ〕の策定

目標

達成

不可

修繕・改築計画〔Ｐｌａｎ〕の策定

修繕・改築の実施〔Ｄｏ〕
・修繕・改築の実施
・修繕・改築情報の蓄積・活用

目標

達成

不可

施設管理の目標設定
・事業の目標（アウトカム）の設定
・事業量の目標（アウトプット）の設定

リスク評価
・リスクの特定 ・被害規模（影響度）の検討
・発生確率の検討 ・リスク評価

住民及び関係機関等への説明（アカウンタビリティの向上）

長期的な改築事業のシナリオ設定
・管理方法の選定 ・改築条件の設定
・最適な改築シナリオの選定

施設情報の収集・整理（現状の把握、施設情報システムの構築・活用）

1）基本方針の策定
・頻度 ・優先順位
・単位 ・項目

2）実施計画の策定
・対象施設・実施時期
・点検・調査の方法 ・概算費用

1）基本方針の策定
・診断 ・対策の必要性
・修繕・改築の優先順位

2）実施計画の策定
・対策範囲
・長寿命化対策検討対象施設

・改築方法 ・実施時期・概算費用

令和4年3月一部改定
→耐水化、広域化・共同化、地球温暖
化対策等の事業についても考慮し、事
業全体での最適化を目指すことが追記
された。



下水道ストックマネジメント支援制度（H28創設）
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〇 下水道施設全体を一体的に捉えたストックマネジメント計画の策定とそれに基づく点検・調査、改築を支援し、施設
全体の持続的な機能確保及びライフサイクルコストの低減を図る。

ストックマネジメントの効果



「新下水道ビジョン」（平成26年7月）の実現加速の観点から、国が選択と集中により取組む8つの重点項目を
選定し、5年程度で実施すべき施策を「新下水道ビジョン加速戦略」として平成29年8月にとりまとめ。「重点項
目Ⅳ マネジメントサイクルの確立」では、「維持管理情報を活用した新たなマネジメントサイクルの確立と実
践」を位置づけ。

このことを受けて、令和元年度には「維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクルの確立に向けたガイド
ライン（管路施設編）」を策定するなど、順次、取組を進めているところ。
令和４年度より「下水道情報デジタル化支援事業」を創設し、施設情報や維持管理情報をデジタル化するため
の費用を支援（対象：公共下水道等全ての管路施設、補助率：１／２、期間：令和８年度まで）
また、技術的支援の１つとして、令和５年度中の運用開始を目指し、「下水道共通プラットフォーム」（（公社）日
本下水道協会）を構築中

下水道共通プラットフォーム＜対象：管路施設＞
（クラウド型運用によるデータ管理やＧＩＳ等の機能を提供）④システムの構築等＜（公社）日本下水道協会＞

③必要な機能・サービス、データ受渡のルールの検討

下水道共通プラットフォーム構築に向けたモデル実証
＜国土交通省＞

下水道共通プラットフォームあり方検討会の設置
＜（公社）日本下水道協会＞

②データ形式の標準化

下水道台帳管理システム標準仕様（案）・導入の手引きの改定
＜（公社）日本下水道協会＞

①データ項目の整理

維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクルの確立に向けたガイドラインの策定
＜国土交通省・国土技術政策総合研究所＞

●令和元年度

●令和２年度

●令和３年度

●令和４年度
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維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクルの確立に向けた取組

管路施設に係る台帳電子化促進に向けた取組



下水道政策研究委員会 制度小委員会報告書（令和２年７月）
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新下水道ビジョン加速戦略の見直しの概要（案）（令和４年６月）
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出典：新下水道ビジョン加速戦略フォローアップ会合資料から抜粋・一部編集

今後変更の可能性あり


